
イ ン キ の 種 類 植物由来の油含有量比率

新聞オフ輪インキ 30％以上

ノンヒートオフ輪インキ 30％以上

枚葉インキ
（ただし、金、銀、パール、白インキ）

20％以上
（10％以上）

ビジネスフォームインキ 20％以上

ヒートセットオフ輪インキ ７％以上

各種ＵＶインキ ７％以上

表１ 古紙リサイクル適性ランクリスト

【Ａランク】 【Ｂランク】 【Ｃランク】 【Ｄランク】

紙、板紙へのリサイク
ルにおいて阻害になら
ない

紙へのリサイクルには
阻害となるが、板紙へ
のリサイクルには阻害
とならない

紙、板紙へのリサイク
ルにおいて阻害になる

微量の混入でも除去す
ることが出来ないた
め、紙、板紙へのリサ
イクルが不可能になる

{
紙
【普通紙】
アート紙／コート紙／
上質紙／中質紙／更紙

` ` `

【加工紙】
抄色紙Ì＊／ファン
シーペーパーÌ＊／樹
脂含浸紙（水溶性のも
の）

【加工紙】
抄色紙Í＊／ファン
シーペーパーÍ＊／ポ
リエチレン等樹脂コー
ティング紙／ポリエチ
レン等樹脂ラミネート
紙／グラシンペー
パー／インディアペー
パー

【加工紙】
抄色紙Î＊／ファン
シーペーパーÎ＊／樹
脂含浸紙（水溶性のも
のを除く）／硫酸紙／
ターポリン紙／ロウ
紙／セロハン／合成
紙／カーボン紙／ノー
カーボン紙／感熱紙／
圧着紙

【加工紙】
捺染紙／昇華転写紙／
感熱性発泡紙／芳香紙

|
イ
ン
キ
類

【通常インキ】
凸版インキ／平版イン
キ（オフセットイン
キ）／溶剤型グラビア
インキ／溶剤型フレキ
ソインキ／スクリーン
インキ

【通常インキ】
水性グラビアインキ／
水性フレキソインキ

` `

【特殊インキ】
リサイクル対応型ＵＶ
インキ☆／オフセット
用金・銀インキ／パー
ルインキ／ＯＣＲイン
キ（油性）

【特殊インキ】
ＵＶインキ／グラビア
用金・銀インキ／ＯＣ
ＲＵＶインキ／ＥＢイ
ンキ／蛍光インキ

【特殊インキ】
感熱インキ／減感イン
キ／磁性インキ

【特殊インキ】
昇華性インキ／発泡イ
ンキ／芳香インキ

【特殊加工】
ＯＰニス

` ` `
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【製本加工】
製本用針金／ホッチキ
ス等／難細裂化ＥＶＡ
系ホットメルト☆／Ｐ
ＵＲ系ホットメルト
☆／水溶性のり

【製本加工】
製本用糸／ＥＶＡ系
ホットメルト

【製本加工】
クロス貼り（布クロス、
紙クロス）

`

【表面加工】
光沢コート（ニス引き、
プレスコート）

【表面加工】
光沢ラミネート（ＰＰ
貼り）／ＵＶコート、
ＵＶラミコート／箔押
し

` `

【その他加工】
リサイクル対応型シー
ル（全離解可能粘着紙）
☆

【その他加工】
シール（リサイクル対
応型を除く）

【その他加工】
立体印刷物（レンチ
キュラーレンズ使用）
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８ 「芳香族成分」とは、ＪＩＳ Ｋ2536に規定されている石油製品の成分試験法をインキ
溶剤に準用して検出される芳香族炭化水素化合物をいう。
９ 判断の基準＜共通事項＞~及び配慮事項|}~�については、日本印刷産業連合会作成
の「日印産連『オフセット印刷サービスグリーン基準』及び『グリーンプリンティング（Ｇ
Ｐ）認定制度』ガイドライン」を参考とすること。

10 調達を行う各機関は、必要に応じ表４のチェックリストを参考とし、印刷の各工程にお
ける基準について確認すること。

11 判断の基準＜個別事項＞{イの「化学安全性」とは、次のア及びウを満たすことをいう。
また、判断の基準＜個別事項＞|イの「化学安全性」とは、次のア又はイのいずれかを満
たし、かつ、ウを満たすことをいう。
ア．印刷インキ工業連合会の「印刷インキに関する自主規制（ＮＬ規制）」（平成23年９月
１日改訂）に適合していること。
イ．特定の化学物質（鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及びその化合
物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエーテル）
が含有率基準値を超えないこと。特定の化学物質の含有率基準値については、ＪＩＳ
Ｃ0950：2008（電気・電子機器の特定の化学物質の含有表示方法）の附属書Ａの表Ａ．
１（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及び含有率基準値）の含有率基準値
とし、基準値を超える含有が許容される項目については、上記ＪＩＳの附属書Ｂに準ず
るものとする。なお、その他付属品等の扱いについてはＪＩＳ Ｃ0950：2008に準ずる
ものとする。
ウ．特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律の対象物
質を特定していること（ＭＳＤＳ（化学物質等安全データシート）を備えていること。）。

12 調達を行う各機関は、印刷物の必要な部数・量を適正に見積り、過大な発注とならない
よう努めること。

13 紙の原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林経営が営まれている森林から
の産出に係る確認を行う場合には、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性
の証明のためのガイドライン（平成18年２月15日）」に準拠して行うものとする。
ただし、平成18年４月１日より前に伐採業者が加工・流通業者等と契約を締結している
原木に係る合法性の確認については、平成18年４月１日の時点で原料・製品等を保管して
いる者が証明書に平成18年４月１日より前に契約を締結していることを記載した場合に
は、上記ガイドラインに定める合法な木材であることの証明は不要とする。
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